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ピクテ投信投資顧問株式会社

米議会予算局（CBO）は超党派の中立機関で、その報告（試算）は議会の財政議論のベースに活用されます。CBOの予測から

もバイデン政権の追加経済対策が財政赤字の拡大を示唆しています。今回取り上げる連邦最低賃金引き上げ案は、財政赤

字もさることながら、賃金上昇と雇用確保という問題にも切り込むため、今後の展開に注目しています。

米最低賃金引き上げの期待と不安

米議会予算局：追加経済対策による財政赤
字の拡大規模を予測

2021年2⽉12⽇
北米

米議会予算局（CBO）は2021年2月11日に21会計年

度（20年10月～21年9月）の財政赤字予測を2兆2600億

ドル（約237兆円）と公表しました。昨年9月に公表した予測

は1兆8100億ドルでした。

なお今回の予測は、昨年12月に成立した9000億ドル規

模の追加経済対策を反映していますが、バイデン政権によ

る1.9兆ドル規模の経済対策案は反映していません。CBO

は8日に同経済対策案の政策のひとつである最低賃金引き

上げ措置について報告書（図表1参照）を公表しています。

れます。

CBOが最低賃金案に対して行った試算を見ると最低賃金

を引き上げる結果①財政赤字は10年間で540億ドル拡大す

る見込みであること、②賃金上昇の21～31年にネットで総額

3330億ドルの給与支払の増加、③25年にかけて雇用が140

万人失われる、などを示しています。

①の財政赤字は現在は職員の多くが時給15ドル未満で働

いている介護施設や介護サービスの賃金引き上げによる公的

医療保険「メディケア」と「メディケイド」を通じた医療費増加な

どが背景です。②の給与支払の増加は賃金上昇による支払

の増加が約5090億ドルを見込む一方で、雇用を減らすことで

支払が減少することからネットで3330億ドル程度を見込んで

います。③賃金上昇で企業は雇用を抑制するとして140万人

の雇用削減をCBOは見込んでいます。

最低賃金案は格差を解消する政策と見られます。一方で、

経済政策としての側面では、雇用者が受け取る給与総額の

増加が期待される一方で、失業の増加も懸念されます。過去

の研究や議論でも、最低賃金引き上げが経済に及ぼす影響

のプラス、マイナスの効果について明確とは言い難いと思いま

す。この点についてバイデン政権の取り組みに注目しています。

どこに注目すべきか：
米議会予算局、連邦最低賃金、格差、効果

米議会予算局（CBO）は超党派の中立機関で、その報

告（試算）は議会の財政議論のベースに活用されます。

CBOの予測からもバイデン政権の追加経済対策が財政赤

字の拡大を示唆しています。今回取り上げる連邦最低賃

金引き上げ案（最低賃金案）は、財政赤字もさることながら、

賃金上昇と雇用確保という問題にも切り込むため、今後の

展開に注目しています。

まず、米国の最低賃金について主なポイントを振り返りま

す。現在の連邦最低賃金は7.25ドルで、最低賃金案はこ

れを段階的に15ドルに引き上げる（図表1参照）ものです。

もっとも米国では州が最低賃金を定めている場合もありま

す。ビジネスが順調な州では、7.25ドルを上回る最低賃金

が設定され、雇用者は労働者に有利な方を採用します。

米国の最低賃金は国際的に見ても低いという指摘があ

ります。例えば経済協力開発機構（OECD)の最低賃金の

国際比較でも米国は低水準です（図表2参照）。ただ、

OECDのデータは国全体の最低賃金を比較したもので、米

国でもカリフォルニア州の最低賃金は13ドルと高水準であ

るなど、地域による格差がある点に注意が必要です。

また、OECDの国際比較には平均賃金と最低賃金の格

差を示すデータもありますが、米国の最低賃金と平均賃金

の差は他の国に比べ大きく、格差の問題はあるように思わ

図表2：主な国の最低賃金の比較（2019年、米ドル換算）

図表1：CBOが前提とする米連邦最低賃金の段階的引き上げ
期間：2021年～2026年、αは26年以降平均賃金等を参照とした上乗せ分

出所：経済協力開発機構（OECD）を参考にピクテ投信投資顧問作成

出所：米議会予算局（CBO)のデータを使用してピクテ投信投資顧問作成
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